






















































































































































(1) 秋谷重男『産地直結 流通の新しい担い手』日経新書， 1978年， 10ページ。
(2) 大島茂男「食糧消費をめぐる消費者・生協運動の現状と課題JJlI村琢他編『農産物
市場体系 3 農産物市場問題の展望~，農山漁村文化協会， 1977年， 138ページ。
(3) 生産者と消費者の提携の方法について」日本有機農業研究会『土と健康~ 1979年
2月，一楽照雄『協同組合の使命と課題』農文協， 1984年。






(6 ) 中村行秀「食を考える一食事・食餌・飾餌JW思想と現代~ 5号， 1986年， 94ページ
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(2) 寺西俊一「環境危機とマルクス主義一近年にみる Eco1ogism の潮流をめぐって一 J~経
済科学通信J39号， 1983年6月，寺西俊一「“環境危機"とエコロジー問題の経済理論」
基礎経済科学研究所編『講座構造転換回経済学の新展開』第 6章。
(3) 広井敏男・本谷勲「自然保護論の深化をめざしてーエコロジスト理論の特徴と問題
点ーJ~経済J 1982年 9月，72ページ。
(4) 商品・貨幣論的な発達論」について，池上惇「人間の全面発達と現代経済学」島
恭彦監修『講座現経済学 I経済学入門』青木書店， 1978年，200ページ。経済科学研究所
の座談会「基礎研運動が提起した理論的諸問題J(~経済科学通信J 50号， 1986年9月)
では，この問題が議論されているがそこで森岡孝二氏は「商品・貨幣論的発達論」に
ついて次のように述べている。「商品・貨幣論的発達論というのは，労働過程論的，時
間論的発達論からきりはなして論ずると 非常に危険をもっていると思います。商品
貨幣関係をとおして資本は労働者を原子的個人に引き裂いていくその引き裂いてい
く過程では，資本と市場は新しい多様な使用価値を創造して欲求を刺激し人間の生活
圏を広域化していきますが，その結果はまた共同的生活諸関係の一層の解体である。
その市場の強制力に逆らって例えば協同組合的消費様式とか，あるいは労働組合的な
結合様式とか，工場法的な制御装置とかそう L、う発達の契機を，むしろ資本主義の反
対勢力が生み出すと見た方がL、L、と思います。J(48ページ)。二宮厚美「家族の発達と
社会的民主主義) (成瀬龍夫・小沢修司編『家族の経済学』第 6章)もこの問題を論じ
138 
ている。二宮氏はH.プレイヴァマンの「普遍的市場」の理論を用いながら，家族生
活の「商品化」が生み出す貧困とそれを克服する契機の形成について次のように述べ
ている。
「消費単位としての家庭は，一方では個人への解体が進み，消費機能を衰退させて，
商品の生産過程にたいしてまったく受け身の無力な存在になって行くが，他方では，
個別家族の枠を越えた集団的消費を発展させ，それにより，商品生産に自らの要求を
反映させ，消費の主体性をとりもどす方向も発展させつつある。」
(5) 人間生存条件の二つの危機について 渋谷寿夫・林智・志岐常正編『人間生存の危
機一地球史の中で考える』法律文化社， 1984年。
(6 ) 浜林正夫「社会科学をいかに学ぶか一最近の社会科学論の批判的検討JW季刊科学と
思想.J]No.63 ，浜林正夫『現代と史的唯物論』大月書庖， 1984年。
(7) 荷見武敬・鈴木博・根岸久子編『農産物自給運動』お茶の水書房， 1986年。
(8) 多辺国政弘他『地域自給と農の論理.J]， 380ページ。
(9) 小沢修司「家族の再建と経済学の課題-1.イリイチの『シャドウ・ワーク』論の
検討を含めてJ(成瀬龍夫・小沢修司編『家族の経済学.J] 6章)， 202ページ。
4.おわりに
生活協同組合の産直活動や有機農業運動に見られる消費者と生産者の提携
運動は，地域に根差した食生活・食文化を豊かに発展させる運動として展開
している。それは市場流通に全面的に代わるものではないが，市場流通に対
抗し併存するものとなっている。この提携運動をつうじての農民と消費者の
結びつきは，両者の間の利害の不一致を誇大に取り上げる議論にもかかわら
ず，食糧・農業問題の危機を打開するための国民的合意の形成の基礎の一つ
になる可能性を持っている。外国農産物の輸入拡大を防ぎ食糧自給率を向上
させること， .安全な食糧を安定的に供給する食糧政策の確立のためには労働
運動を中心として広範な国民の連帯が必要である。 80年代における消費者運
動や自然保護運動の展開にくらべて，現在の日本の労働運動の停滞とその発
展が容易でないことは事実として認めなければならないが，農民の自給と結
びついた消費者の運動にのみ食糧問題の解決・地域再生の方向を見出そうと
c ¥， 、う議論=i地域自給経済」論の誤りであることも明白である。
